
ＤＸ推進プロデューサー【ＤＸ推進課】

【プロフィール】

• 愛知県の三河地方出身
高校卒業後生活拠点が関東に移る

• システムエンジニア、コンサルタント、データサイエン
ティストを経験し、㈱チェンジ（現チェンジHD）に参画
デジタル人材育成を担う

• 大手通信会社 DX人材育成のPM/講師を担当

• 趣味は読書、耳で読むオーディオブックが中心

• 目が大きいので名前と顔はすぐに覚えてもらえる

• 昨年夏の家族旅行は長野を満喫
（旅のKeyword:お血脈、忍者、雲海、ビーナス）

• 長野県内 DXの推進・加速化に対する助言

• 県組織におけるデジタル人材育成に関する検討

などに取り組んでいただける方

人材募集概要

民間企業におけるデジタル人材育成の経験をもとに、

長野県職員のデジタルリテラシー・スキルの向上にあ

たっての助言・検討

期待する役割

夏目 泰秀 氏（株式会社ディジタルグロースアカデミア）

• 「ＤＸエバンジェリスト」の活動に向けた機運醸成

• 長野県職員のデジタルリテラシー・スキルの向上に

向けた取組の方向性の整理

３月までに目指したもの



活動方針

初回面談時にこんな質問をいただきました。

民間企業のDX人材育成と
自治体のDX人材育成はどう違いますか？

違いはありません。
業務内容やミッションは違いますが、
目指すDX人材の基礎スキルは同じです。

→一貫してこの考えに従って活動させていただきました



活動実績（「ＤＸエバンジェリスト」向けマインドセット）

「DX推進のための“かえる”行動」と題して
DXエバンジェリスト※のマインドセットを目的とした講演を実施

→その後、74人が各所属で“伝道師”として活躍

取組実績

組織風土改革プロジェクト「かえるプロジェクト」の論点の１つである「“しごと”改革（業務効率
化）」の実現に向けて、デジタルツールを用いて、職員間のコミュニケーションを活性化させながら業
務の効率化を図る新しい働き方を全庁に浸透させるため、各職場で普及活動に取り組む伝道師
（エバンジェリスト…普及、啓蒙活動を行う人のこと。伝道師、伝道者の意。）

※DXエバンジェリスト



活動実績（長野県デジタル人材育成に向けた検討）

長野県職員のデジタル人材育成に向けた取組の方向性を整理

＜取組の背景＞

• デジタル人材は官民ともに不足傾向が続く

• 複雑・多様化する行政課題に対応する上で、地方公
共団体におけるデジタル人材育成・確保の重要性が
従前にも増して高まっている。

• 「人材育成・確保基本方針策定指針に係る報告書」
（R5.9 総務省「ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会」）※

においてもデジタル人材の育成・確保が重要なポイ
ントとしてあげられている

• 長野県でも、これまで実施してきたデジタル関係の
研修等を整理し、かえるプロジェクトの提言である
「業務効率化」や「しあわせ信州創造プラン3.0」、
「長野県ＤＸ戦略」の取組を担う職員のデジタルリ
テラシー・スキルを向上を図っていく必要

取組実績

＜活動手順＞

評価方法の検討

必要スキル定義

職員の役割等の整理

背景・目的の設定

整理する項目の確認

現状整理・課題確認

DX推進課の皆様と一緒
に丁寧に、想いを持って
纏めました！

※ 総務省は本報告書を踏まえ、各地方公共団体が基本方針を改正等する際の新たな
指針として、R5.12に「人材育成・確保基本方針策定指針」を策定

7/25～2/29までに、合計15回の
定例会を実施

来年度からＤＸ推進課が実施する研修等で活用



（参考）デジタル人材育成に向けたポイント

3.「長野県職員育成基本方針」の職員像を
デジタルの視点から整理

1. 「デジタルスキル標準ver1.1」を
“自治体職員のスキルマップ”として活用

外部環境の変化を自ら分析し、自律的に行動する職員

2. 育成評価のための「アセスメントシート」を
作成し、データに基づいた研修等を検討

DXリテラシー標準の全体像（デジタルスキル標準より）

「アセスメントシート」項目例（「デジタルスキル標準ver1.1」をもとに作成）

職員一人ひとりが自律的・主体的にＤＸに取り組み、
各部局においてＤＸを実現していくことを目指す必要

全ビジネスパーソンが身に着けるべきリテラシー・スキルを定めた
「デジタルスキル標準ver1.1」（経産省/IPA※）を、 “自治体職員の
スキルマップ”として活用していく（都道府県初）
（※IPA：独立行政法人情報処理推進機構）

職員のデジタル知識・スキル水準を可視化し、強化すべきスキルの
把握及びスキル向上の取組を検討するため、定期的に育成状況の評
価を実施していく必要

「長野県職員育成基本方針」における職員像

• 求められるデジタルスキルを身につける
• デジタル技術の進展等の外部環境の変化に気づく
• 改善に向けて自律的に行動をする



活動実績

効果、成果
⚫ 民間企業でのDX人材育成の講師経験をもとに、 DXの背景や自治体におけ

るDXの必要性をインプットしていただくことで、DXエバンジェリスト

の機運を高めることができ、その後の活動の充実につながった

⚫ デジタル人材に必要なリテラシー・スキルに関する最新情報や考え方を的

確に提供していただくことで、経産省/IPAの「デジタルスキル標準」

を自治体のデジタル人材育成の視点として整理することができた

今後の課題
⚫ 本格的な人材育成、評価はこれから

→育成は最も時間がかかる改革。

今後、庁内での議論を深め方針としてまとめるなど、取組の充実を図っていく

⚫ 育成評価に基づいたアクションもこれから

→研修の実施は初めの一歩。アセスメントをもとにデータを集め改善していく

⚫ DX推進に向けて、デジタルをもっと身近に

→育成を通して、「施策・業務の知識×デジタル」という人材増やしていく

効果・成果・課題
DXエバンジェリストへの講演

打合せの様子



オンライン化インテグレータ― 【ＤＸ推進課】

【プロフィール】

人材開発＆営業開発＆キャリア開発のコンサルティング会

社を経営。前職のキヤノンマーケティングジャパン株式会

社での社内コンサルティングの経験からあらゆる業務をプ

ロセスの視覚化から始め実務の人々の合意形成を促しなが

ら業務プロセス改善（シンプル化）をしていくことを得意

とする。

専門領域は、BPR（ビジネスプロセスリエンジニアリン

グ）を実践する伴走ファシリテーション、 BPR実践後 DX

による業務改革など。

行政手続のオンライン化に向けた具体的手法（BPR※）に

関して専門的な助言ができる方

（※Business Process Re-engineering）

人材募集概要

・行政手続のオンライン化に関する機運の醸成

・業務プロセスの洗い出し、オンライン化の支障事由に関

するヒアリング、改善案の検討等のファシリテーション

・BPRに関するワークショップの運営方法等の知見の共有

期待する役割

片岡 裕 氏（株式会社 WIL Consulting代表取締役）

オンライン決済の導入事例の創出 3件程度

従来、収入証紙の貼付による手数料の納付がオンライン化の支障と

なっていた行政手続について、ながの電子申請サービスのオンライ

ン決済機能（R6.2改修）の導入によりオンライン化を実現

３月までに目指したもの

令和5年度長野県共創推進パートナー活動報告会 / DX推進課
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オンライン化の支障事由の状況

（部局ヒアリング結果）

県機関以外を経由する
証紙・手数料等が必要である
添付書類に原本等がある
県は受理しない
本人確認が必要である
事務の廃止・移管済（予定）
対面（書面）が規定されている

背景

R5年度は、証紙・手数料等の納付が
必要な手続について、重点的に取組み

■証紙・手数料等が必要である

✓ ながの電子申請サービスの改修により対応可能
（オンライン決済機能の導入）

✓ 部局を越えた横展開が可能
（汎用的なシステム（ながの電子申請サービス）を使用）

■県機関以外を経由する

✓ 手続所管部局における主体的な検討が適当
（各機関との関係性を踏まえたオンライン化が必須）

支障Top1

支障Top2

※県民向け・年間100件以上の手続について

その他

令和5年度長野県共創推進パートナー活動報告会 / DX推進課



推進体制

関係課と連携し、プロジェクト型の体制で手続所管課を伴走支援

DX推進課

会計課

共創推進パートナー
手続所管課

各部局

オンライン化！

キャッシュレス化！

ワークショップ実施
提案・助言

案件掘り起こし
ながの電子申請サービス説明会

案件掘り起こし
オンライン決済説明会

利便性の向上
業務の効率化

利用者の皆様

情報公開
・法務課

広報・共創
推進課

事業総括

相談 助言

ワークショップ補助
システム支援

規則改正

相談 助言
会計制度支援

収入証紙の購入・貼付
紙書類での申請

会計事務との整合性検討
令和5年度長野県共創推進パートナー活動報告会 / DX推進課



9.7 第1回BPRワークショップ
（山岳高原観光課）

10.10 オンライン決済に関する部局向け説明会及び意向調査

10.27 第2回BPRワークショップ
（税務課、高校教育課）

11.16 第3回BPRワークショップ
（工業技術総合センター、高校教育課）

11.28 第4回BPRワークショップ
（工科短期大学校、生活排水課）

12.14 オンライン決済機能操作説明会

※上記のほか、オンライン打合せを随時実施し、関係課に助言

BPRワークショップの開催（4回・5部局25人参加）

活動経過

令和5年度長野県共創推進パートナー活動報告会 / DX推進課



①片岡氏による基調講演
・行政手続のオンライン化の意義
・民間企業の取組状況の紹介
・ワークショップの進め方の説明

参加者のモチベーションを醸成

②検討
・現状の業務フローの確認
・どうすればオンライン化できるかの検討
・改善したい点の洗い出し

外部の目線からの意見・疑問点が見直
し案のきっかけとなることも。

③業務プロセスの見直し
（例）
・添付書類の電子化・省略
・処理時間の短縮
・繁閑期の平準化

実際の書類や付箋を使用した直感的な
手法が議論を活性化

共創推進パートナーの知見を活かし、議論を活性化

BPRワークショップの様子

令和5年度長野県共創推進パートナー活動報告会 / DX推進課



◼ ９手続（※）にオンライン決済を導入

ながの電子申請サービスを使用して手続を行うことで、収入証紙の貼付
に代え、クレジットカード、Pay-easy、Paypayによりキャッシュレスで手
数料を納付することが可能となった。
なお、収入証紙により納付することも引き続き可能

（※）信州登山案内人更新登録申請、
工科短期大学校成績証明等手数料、
技能検定合格証明書交付手数料 等

◼ ワークショップ参加職員のファシリテーションスキル向上

◼ オンライン化・業務プロセス見直しの機運醸成

◼ 全庁的な横展開
（好事例の共有、支障事由に関するヒアリングの継続的な実施）

◼ 年間の処理件数が多い手続について重点的に取組
（より多くの方がオンライン化のメリットを受けられるように対象を拡大）

◼ よりメリットの大きな手法を引き続き研究
（国による全国的なシステム整備等の動向を踏まえ、対応）

活動実績

成果

今後の展開

令和5年度長野県共創推進パートナー活動報告会 / DX推進課



◼ 会計局 宮原 会計管理者
片岡様には、収入証紙に代わる電子決済の導入を重点にご助言いただきました。
会計局にとって長年の課題ですが、電子決済を導入するには、単に電子申請のハードを
整えるだけでなく、各業務ごとに一連の申請手続の見直しが必要になります。

第2回のワークショップに参加させていただいたところ、片岡様には、キヤノンマーケティング
ジャパン株式会社でのご経験を踏まえて、ビジネスプロセス見直しの必要性とポイントをお
話いただいた上で、現状の手続をどう整理し、どんな視点で切り込めばいいか、和気あい
あいとした雰囲気の中で、しかし鋭くご指導いただきました。

ワークショップの手法自体も共有していただき、次第に職員同士で検討を深めていけるよ
うに導いてくださっていたのが印象に残っています。
今後より多くの申請手続きで導入できるよう、関係各課にBPRとセットで電子決済の活
用を働きかけていく必要があると感じています。

BPRワークショップ参加者の声

◼ 観光部 山岳高原観光課
人員も限られ、多忙な中、業務の見直しについて考える時間を取ることが難しい状況でした。
ワークショップでは普段とは違う視点からの意見もいただき、充実した検討ができました。

行政は依然として紙を前提とした業務が多く、「信州登山案内人制度」もその一つでした。
ワークショップで業務フローの見直しを図り、その結果、令和６年２月から①各種手続のオ
ンライン化（電子申請）、②手数料の支払いへのオンライン決済の導入が行われ、より
簡便に手続きをしていただけるようになりました。

より多くの方に信州登山案内人の制度を利用いただき、さらなる本県の山岳の魅力発信に
繋がることを期待します。

令和5年度長野県共創推進パートナー活動報告会 / DX推進課



取り組ませて頂いたこと ① 危機感の醸成



気候変動による災害

• VUCA（不確実性、複雑性、不均衡、曖昧性）

1.台風：高い風速と大雨をもたらす。

2.豪雨：短期間に非常に多量の雨が降る。

3.熱波：連日の高温が続く。

4.冷夏・寒冬：季節外れの低温が続く。

5.地震・津波：気候変動が地殻を不安定にする。

■ 企業が取るべき対策

1.リスクアセスメント：気候変動の影響を事業に与えるか評価。

2.サプライチェーンの見直し：災害に強いサプライチェーンの構築。

3.ビジネスコンティニュイティプラン（BCP）の策定：

災害時の事業継続計画。

■ 政府との協力

1.災害情報の共有：官公庁が提供する最新の災害情報を活用。

2.補助金・税制優遇：気候変動対策に投資する際の支援。



取り組ませて頂いたこと ②
仕事の見える化 ⇒ 診せる化 ⇒ 看える化



取り組ませて頂いたこと ③
全員対話による検討

どうしたらよくなるかを重視



活動の振返りとして

令和6年2月からスタートできるプロセス ９件

参加者の皆様の当事者意識の高さを痛感

プロセス志向の理解者の増加中

この手法を職場で実践することで改善風土が醸成される

 すべての改革は繋がっていることを実感

かえるプロジェクト、会計課、職員キャリア開発課との交流



ご提案 ①

✓ 災害リスク対応など優先順位の見直し

重要度が高く緊急性が低い

この仕事を増やすこと

先手を打つ仕事スタイルへ



ご提案 ②

✓プロセス変革人材育成

会話 ⇒ 対話

 対話 ⇒ 気づき

 気づき ⇒ プロセス改善

引用：長野県行政・財政改革方針 2023



登米 航 【企画振興部DX推進課】

【プロフィール】

登米 航(パーソルワークスイッチコンサルティング株式会社)

宮城県出身

AI関連企業・日系コンサルティングファームを経て現職。公共

領域を中心に、新規事業立ち上げ支援・中期計画策定支援に多

数従事。近年は、データサイエンティスト・コンサルタントと

しての経験・知見を活かしAI・RPA技術を活用した事業・組織

開発業務に従事。個人の活動として、ディープテックスタート

アップや地方自治体向けに事業開発コンサルティングサービス

を提供している。

データ連携基盤活用策の企画検討・具体案の提示、及び県

民生活向上に資する提案。これらに対する技術的な問題解

決策の提案などにともに取り組んでいただける方。

人材募集概要

データ連携基盤の活用をどのように広げていき、どのよう

なサービス提供を目指すべきなのか全体像を描いてデータ

連携基盤活用策の立案を実施していただく。

期待する役割

登米 航 氏

●オープンデータカタログの作成

●データ利活用に向けた検証フロー策定

●サービス提供分野候補の洗出し・注力領域の決定

３月までに目指したもの



活動の概要について

取組の枠組みについて

• 今後、取り扱うデータの種類や分野を拡

大・充実させ、より幅広い用途でデータを

利活用できるようにすることで、県民生活

等の向上に資す る様々なサービスが提供で

きる基盤となることを目指している。

• どのようなサービス提供が可能な状態を目

指すべきなのか全体像を描けていない。

• 地域課題解決に資するデータの収集・組合

せ・加工・利活用方策に係る知見、事例・

ノウハウの蓄積が乏しい。

ご提案背景

県庁の皆様や県民の皆様がどういった点に困って

いるのか・どういったサービスを求めているのか

を明らかにしつつ、オープンデータを活用した

データ活用方法の確立や将来に向けたデータの活

用・整備について検討していくことが望ましいと

考えております。

本プロジェクトで想定している取り組み

① 県庁・県民の方々の課題整理およびそれに対

応したオープンデータ活用案の検討

② オープンデータ活用案の評価及び事業の検討

③ 将来的なオープンデータ活用像の検討



データ活用案創出に向けたアプローチ方法

データ活用案創出方法

オープンデータを活用してくれる企業・学術機関を探索し、事業・システム
実現のために活用してもらう、もしくは長野県のアイディアを実現してもら
う。(例：洪水予測・Urban Innovation Japan)

③企業・学術機関のニーズに合わせたデータ活用

県民のニーズや各課の業務上の需要に合わせる形でオープンデータの活用方
法を検討していくアプローチ。
(各部署へのヒアリングやアンケート結果の活用)

①県民ニーズや業務上の要望に合わせたデータ活用

現状使えるオープンデータを整理後、アイディエーションによりオープンデ
ータの活用アイディアをリスト化し、複数の観点で評価絞り込みを行う。
（評価案：実現性・コスト・現場における需要及び導入可能性）

②活用可能なデータを基にしたアイディエーション データ活用を推進していく
上では、大きく分けて①～
③に分けられるが、長野県
でアイディアを実現してい
く上では①②を優先的に取
り組んでいった。



（参考）データ活用案創出に向けたアプローチ方法

データ活用案創出方法

①県民ニーズや業務
上の要望に合わせた
データ活用

データ
の充足

データが足りな
い可能性がある

実現の
しやすさ

対象となる業
務・サービスが
明らかなことが
多い

②活用可能なデータ
を基にしたアイディ
エーション

県民生活向上に
直結しない可能
性がある

〇

△ 〇
データが充足し
ていることが前
提

△

需要

県民や事業部で
のニーズに合わ
せた設計

需要調査が別途
必要となる△

〇

需要ベース・アイディアベースそれぞれの活用案を検討していく

ことにより実現の確度を挙げていくことが望ましい



作成した全体像

県民ニーズや
業務上の要望に

合わせたデータ活用

アイディアの具体化
技術フィージビリティ／
ビジネスモデル検証

業務像の確立
出口検討

アイディアの
リスト化/評価
技術シーズ仮説／

ビジネスモデル仮説策定

活用可能なデータを
基にした

アイディエーション

頻度：年1回
期間： 3ヶ月 頻度：通年

期間： 1ヶ月程度

頻度：毎四半期
期間： 3ヶ月（×複数ターン）

頻度：毎四半期
期間：都度

頻度：通年（非定型の活動）
期間： N/A

継続による
ブラッシュアップ

継続による
ブラッシュアップ

2

1

県民生活向上に資するサービス提供
県のデータ連携基盤への格納・
アプリケーションの構築を行う

3 4 5

6

ゴール
アイディエーション・各施策の評価結果から、新たにデジタル化するデータを選択し、
データを用いたサービスを開発することで県民生活の向上を実現する。

・他部署を巻き込んでサービス拡充
・EBPMによる政策評価・改善可能な環境構築



活動実績 アプローチ① 県民ニーズに基づいたDX施策の検討

問題発見・施策案

ブレスト（2023.10.11）絞り込み評価軸の概要

分類 No. 長野県課題 先行事例 データ 評価点

着目した課題 内容 データ・デジタル活用案 長野県民需要 革新性
オープンデータ

活用有無
URL URL URL

1 保育環境向上

学童保育ポータルサイト
同サイト内で県内の市町村や小学校を選択すると校区内の学童クラブが表示される。施設の設備内容
や定員に空きがあるか、月々の費用はいくらかなどを知ってもらい、保護者が施設を選定する際の一助
にしてほしいという。クラブの詳細まで入力が済んだのは2日時点で全体の約4分の1だが、随時更新し
ていく。

長野県内で公開されている定量・定性データを整理しアプリも
しくはHP上で発信していく

3 2 3

https://news.y

ahoo.co.jp/arti

cles/44b26712

c2d5041ecfd55

61b68a7bef7b

90eacf7

2 保育環境向上
入りやすい保育園マップ
前年に入園が認められた家庭のうち、最も低かった点数を保育園ごとに公表している港区のデータに注
目し、この点数を「ボーダーライン」として、入園の難易度を評価した。

過去の入園点数などを参考に作成する 3 1 2

https://www.y

omiuri.co.jp/na

tional/2022040

5-

OYT1T50110/

3 保育環境向上
病後児保育を含む派遣型保育サービス
子育て経験者が、子どもを預かる派遣型保育サービス

ヘルパー登録情報などを個人情報をマスクしたうえで配信・
マッチングする。

3 1 3

4 保育環境向上
ふれあい親子サロン
子育て中の母子の交流や、育児の知識・情報の提供を行い、育児不安の軽減及び育児力を高めること
を目的に、「ふれあい親子サロン」を開催

過去の質問・質疑応答などを参考にアプリなどで配信する 3 2 1

5 保育環境向上
24時間子育て相談ホットライン
これは時間帯を特定せずにいつでも気軽に相談できる子育て相談を開設し、問題を早期に解決すること
を目的としている

上記質問・質疑応答結果をLINEなどのＢＯＴで配信する 3 2 1

6 保育環境向上
授乳室検索アプリ
授乳室やおむつ交換台の検索ができます。他ユーザーにより口コミや室内画像も確認できます。

授乳室・その他乳児に特化した施設を保有している施設をア
プリ・HP上で公開

2 2 2

7 保育環境向上
子育て援助コーディネーター養成・マッチング
「子育て相互援助活動」を支援するため、活動の中核的役割を担うコーディネーターの養成

コーディネーターの養成・登録が簡単に行えるアプリ・HPの作
成

3 2 1

8 保育環境向上
保育園留学制度
地域と子育て家族をつなぎ、未来をつくる留学プログラムです。 1週間から3週間子どもが保育園に通い
ながら家族で滞在

保育園の受け入れ状況や留学する際の手続き・準備が簡単
にできるアプリ・HPの開発

3 3 2

9 教育環境向上
子供みまもり
防犯情報のリアルタイム提供、公園などのデータを活用

公園などのデータや警察から提供された犯罪に関するデータ
を活用し、子供の安全を守るアプリを開発・提供する

3 2 3

https://www.o

pen-

governmentdat

a.org/example

s/

10 教育環境向上
学区情報と不動産情報の活用
オープンデータを利用し、不動産物件情報のWebサイトで、各不動産物件が属する小中学校区の情報を
提供

県外からの移住者など向けに学区情報を提供しHPなどで情
報を提供する

1 3 2

11 教育環境向上

 給⾷の⾷物アレルギー・献⽴情報 配信

給食のオープンデータを活用し、福岡市LINE公式アカウントにて、⼩学校給⾷のアレルギー原因⾷品

（アレルゲン）や献⽴情報を、指定した時間に配信

給食のオープンデータを活用しLINEなどでBOTで配信する 2 2 3

12 教育環境向上 放課後児童等の広場（民間学童保育）施設一覧を活用した親子支援
登録されている民間学堂保育施設や受けられる支援について
統合的にHP・アプリで公開する

3 3 2

13 教育環境向上 こども食堂データデータの活用 子供がこども食堂を利用しやすくする仕組みを提供する 3 3 2
14 教育環境向上 放課後児童クラブ・児童館データを活用した待機児童問題の解決 待機児童が発生していない施設の情報を配信する 3 1 2
15 育児環境向上 保育環境向上に合流

アイデア 評価（地域ニーズ）

女性・若者
から選ばれ
る県づくり

しあわせ信州創造プラン3.0をもとに
長野県内の課題を整理した。

1

2

3

課題ごとにどういったDX施策が実行できるか整理した。

DX施策の評価を行い実行の優先順位をつける。



活動実績 アプローチ① 活用可能なデータ注力領域

注力領域仮説

ディスカッションの結果、比較的データがそろっ
ており全国で先行事例が多い教育・観光・交通領
域の活用を推進するべきとの意見があった。

ネクストアクションとしては、それぞれの部署に
対してニーズの調査を行うことを想定している。

検討したアイディア案を各担当部署に提示してサービスの実現可能性や

ニーズを確認するのがネクストアクションと認識しております。



活動実績 アプローチ② オープンデータ候補となるカタログ整備

データカタログの整理

オープンデータ一覧

１既公開（インターネット上）の場合 ２既公開（インターネット以外）の場合 ３未公開の場合

公開場所

長野県統計ステー

ションながの

信州くらしのマップ

サイト
e-Stat PLATEAU その他

列1 列2 列3 列4 列5 列6 列7 列8 列9 列10 列11 列12 列13 列14 列15 列16 列17 列18 列19 列20 列21

XX 企画振興部 DX推進課 ○○統計 １ヵ月 月初 １既公開（インターネット上） １有
３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
１有 https://xxxxxxxx ３csv あ あ

1
教育委員会事務

局
県立長野図書館 信州デジタルコモンズ 随時 随時 １既公開（インターネット上）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
１有

https://www.ro-da.jp/shinshu-
dcommons/
https://jpsearch.go.jp/

９その他
DOI(Digital Object

Identifier）の付与

2
教育委員会事務

局
県立長野図書館 長野県公共図書館概況 1年

毎年度8月

頃
１既公開（インターネット上）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
１有 https://www.knowledge.pref.naga

no.lg.jp/alliance/lib/general.html
２xls

3
教育委員会事務

局
心の支援課

児童生徒の問題行動等調査・不登校等生徒

指導上の諸課題に関する調査（長野県分の

み）

１年
文部科学省

公表後
１既公開（インターネット上） １有

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
１有

https://www.pref.nagano.lg.jp/kyo
iku/kyoiku/shido/mondaikodo.ht
ml

１pdf

調査の主体は文部科学

省であるため、取り扱

いに注意が必要か

国全体の統計データはe-Statにより

公表

4
教育委員会事務

局
教育政策課 地方教育費調査（長野県分） 1年 毎年3月頃 １既公開（インターネット上）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
１有

３無（今後予定な

し）
１有

https://www.pref.nagano.lg.jp/kyo
iku/kyoiku02/gyose/zenpan/toke
i/kyoikuhi/index.html

１pdf e-Statに国全体の統計データが公表

5
教育委員会事務

局
教育政策課 学校納入金調等調査 １年 毎年2月頃 １既公開（インターネット上）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
１有

https://www.pref.nagano.lg.jp/kyo
iku/kyoiku02/gyose/zenpan/toke
i/nonyukin/index.html

１pdf

6
教育委員会事務

局
教育政策課 学校教員統計調査 3年

調査年度翌

年3月
１既公開（インターネット上）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
１有

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
３csv e-Statに国全体の統計データが公表

7
教育委員会事務

局
教育政策課 社会教育調査 3年

調査年度翌

年3月
１既公開（インターネット上）

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
１有

３無（今後予定な

し）

３無（今後予定な

し）
３csv e-Statに国全体の統計データが公表

備考
公開場所

（どこに公開してい

るか分かるレベルで

記入）

インターネットに公

開していない理由
非公開の理由

更新周期
更新

タイミング
公開状況 「その他」の公開場所

（URL等どこに公開しているか分

かるレベルで記入）

No. 部局名 課室名
利活用に向けた課題等

（ある場合に記入）
オープンデータ名

ファイル形式

（複数ファイルある場合は、主なもの最大３つまで選択）

◼ カタログフォーマットの整理及び各部・課への調査実施

➢ データカタログフォーマットの作成

✓ 既に公開されているオープンデーター以外にもデータ保護・技術的な課題・デジタル化されていないなど様々なデータが埋もれているという仮説の元

各部署にアンケートを配布し、データの有無を調査した。

✓ 全国各地で行われているデータカタログプロジェクトを参考にフォーマットを整備し、各部署にご回答いただいた。

データカタログの整備を継続的に行うことにより各部に潜在的に眠る
データを把握し、データの活用案を積極的に提案することが可能となる。



活動実績 アプローチ② 県民ニーズに合わせた注力領域

注力領域仮説例

【教育など全国的にニーズが高い領域の深堀】

教育関連のデータに関しては、比較的充足している・地域のニーズも高いため優先して深堀を行

うのが良いのではないか。

【その他：測量データなど】

測量データなど最新のテクノロジー(AIなど)との組み合わせが期待できるデータに関してはオー

プンデーター化することで様々な領域への応用が期待できる。

【食品生活衛生など地域・他県民とのかかわりが強い領域の深堀】

生活・宿泊(観光)など生活に必要となるサービスを取り扱っている企業・業者のデータがあるた

め、そのデータを起点としたサービスの創出が期待できる。

継続的にヒアリング・アンケートを行い新たなデータや眠っている

データを探索することが重要です。



今年度の進捗と今後の作業

県民ニーズや
業務上の要望に

合わせたデータ活用

アイディアの具体化
技術フィージビリティ／
ビジネスモデル検証

業務像の確立
出口検討

アイディアの
リスト化/評価
技術シーズ仮説／

ビジネスモデル仮説策定

活用可能なデータを
基にした

アイディエーション

頻度：年1回
期間： 3ヶ月 頻度：通年

期間： 1ヶ月程度

頻度：毎四半期
期間： 3ヶ月（×複数ターン）

頻度：毎四半期
期間：都度

頻度：通年（非定型の活動）
期間： N/A

継続による
ブラッシュアップ

継続による
ブラッシュアップ

2

1

県民生活向上に資するサービス提供
県のデータ連携基盤への格納・
アプリケーションの構築を行う

3 4 5

6

実施 今後の取組み

ゴール
アイディエーション・各施策の評価結果から、新たにデジタル化するデータを選択し、
データを用いたサービスを開発することで県民生活の向上を実現する。

今年度は、２つのアプローチによりアイデア検討・評価のための地盤を整理。

来年度以降、他部署を巻き込み検討を進める。



今後の課題・ネクストアクション

今後のアクション

①長野県版デー
タカタログの充
足・ヒアリング

②継続的なデー
タ一覧をもとに
したアイディア

案創出

✓リストに載っていないデータ・現時点でデジタル運用が難しいデータ(アンケート・デ
ジタル化されていないデータなど)が存在する可能性があるため、提出されたリストや
具体的な活動内容を交えながら活用可能なデータがないか探索を行う。

③各部署と連携
したデータ活用

案の創出

✓収集したデータリストと課題解決のための施策アイディアをベースに各部署の需要や
ニーズの収集を行い具体的なデータ活用案を創出する。

✓各部署とのディスカッション内容を取り纏め・評価の上優先的に取り組むデータ活用
案を決定する。

✓データ活用案の具体化と並行し、継続的にデータ連携基盤に取り込む仕組み化やデー
ターのフォーマット・アプリケーションの要件などの具体化も進める。

継続的なリストの更新と活用案の創出により

データ連携基盤の活用機会の創出を目指す



『ガチなが』コンサルタント 【税務課】

【プロフィール】

東京都文京区出身（曽祖父は長野市松代）。

2001年大学卒業後大阪の百貨店に就職

食品部、経営企画室に従事。その後、奈良県奈良市のまち

づくり会社での商店街活性化事業、IT会社などを経て

2019年に株式会社ふるらぶ共同創業、現在代表。

自治体に対してふるさと納税サイトの提供やシティプロ

モーションの支援、返礼品開発支援、SNS運用支援などの

サービスを提供する

長野県立大学フードビジネス概論講師

農山漁村発イノベーションエグゼクティブプランナー

●コンシューマーマーケティング等のマーケティング戦略に知見を有する方

●クラウドファンディング型ふるさと納税について、専門的な助言ができる方

人材募集概要

●各事業の訴求力向上に向け、個別具体的な助言をいただく

●サイト開設から日が浅く、認知度が低い状況であることから、

認知度向上に向けた情報発信の方法等について助言をいただく

●他自治体の優良事例を紹介いただく

期待する役割

片桐 新之介氏（株式会社ふるらぶ 代表取締役）

掲載される各種プロジェクト内容・発信力の改善

●事業担当課とのヒアリングを通じた各事業の内容改善、発信力の強化

●「ガチなが」自体の知名度向上

３月までに目指したもの



「ガチなが」とは（簡単にご紹介）

長野県直営『共創型』ふるさと納税受付サイト（令和５年4月３日開設）

特徴



●広報戦略についての助言

●各事業の相談、改善に向けた提案

取組実績

・長野県公式HPの活用

・既存SNSの活用

・寄附者との関係性強化、囲い込み戦略提案

ガチなが 広報（税務課） ライチョウ保護（自然保護課）

・山系メディア、登山用品店を活用してのPR

・寄付活用成果の発信によるメディア活用

・登山計画書提出者へのチラシ配布

山小屋応援・山岳遭難防止（山岳高原観光課）

・県内外の動物園と連携してPR

・観光案内所や長野駅へのポスター掲示

・SNSの活用例、動画での発信提案

・銀行と連携して県内企業へPR

・詳細を説明すべきポイントを指摘、明確化

・より共感の得やすい写真の活用

信濃の学生応援奨学金（次世代サポート課） 信州子どもカフェ応援（次世代サポート課）

・発信文章の改善

・詳細を説明すべきポイントを指摘、明確化

・寄付者を巻き込む企画へのﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ

信州型ﾌﾘｰｽｸｰﾙ推進（次世代サポート課）

・子どもカフェ運営者を巻き込んだPR

・40代以上の女性をターゲットとしたPR

・発信内容の改善

・市民を巻き込む企画へのﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ

・発信文章の改善

・メディア、動画を活用したPR

アートの手法を活用した学び（文化政策課） 県立美術館コレクション充実（文化政策課）

・専門員個人に焦点を当てた企画

・種目や年代に焦点を当てた企画

・寄付者との関係性強化

スポーツ専門員支援（スポーツ課）

・美術館リピーターへのPR強化

・東山魁夷プロジェクトの別事業化

・若手アーティストの発信力活用

項目 R5.7月末 R5.9月末 R5.11月末 R6.1月末 R6.2月末

件数 131 191 266 567 609

金額（千円） 14,633 21,672 67,903 92,954 109,661

【ガチなが寄付実績の推移】

活動実績



活動実績

助言・提案のポイント

①多くの人が注目し、「積極的に支援したくなる」プロジェクトにする

●寄付者も参加したくなるような内容にする

➡ ライチョウ保護に関わってもらう

●寄付者に「寄付して良かった！」と思っていただけるような仕掛けづくり

➡ 子どもカフェで支援された子どもや運営者の声が直接伝わるような仕組みづくり

②多くの人に「伝わる」内容、文章にする

●「伝わる」ためには、発信力が必要

➡ 長野県の既存SNSアカウントなどを活用する（しあわせ信州等）

●「伝わる」ためには、寄付者目線での文章が必要

➡【例：信濃の学生応援奨学金事業「なぜ寄付が必要なのか」伝える文章 】

✖ 現在の資金のみでは10年後には、事業を継続できなくなるため寄付をいただきたい。

○現在の資金に加え、寄付をいただき、長きにわたって長野県の学生を支援したい。

③官民連携ができそうなプロジェクトへのブラッシュアップ

●寄付「金」だけでなく、プロボノとして労働力提供というような形の検討

➡ フリースクールの講義など

●企業版ふるさと納税の仕組みや民間の力を活用した課題解決

➡ 大手百貨店と連携した商品開発プロジェクトの実施（岡山県真庭市）



活動実績

効果、成果

●個々の事業に対し「多くの方から共感を得られる内容」とするための具体的な助言を

いただき、担当課の事業企画を伴走支援いただいた。

●「ガチなが」の認知度向上に向けたPR方法や、他自治体の優良事例を提供いただいた。

●個々の事業に対する助言内容や他自治体の優良事例等を整理し、「事業成功のポイント」

として各部局へ共有できた。

●ライチョウ保護や子どもカフェ応援等の新規事業を開始し、寄付実績を伸ばすことが

できた。（７月末：件数131件金額14,633千円 ➡２月末：件数607件金額109,661千円）

今後の課題
●「ガチなが事業成功のポイント」に沿った事業の企画や情報発信の徹底

➡「ガチなが」の取組を拡大するには、手間のかかる丁寧な取組を一つ一つ積み上げていくしかない。

●「寄付を集める」ではなく「長野県のファンを増やす」という視点に基づいた広報

➡ 広報専門の部署と連携し、長野県の魅力発信と合わせて全庁的な情報発信に取り組む必要がある。

●「全庁を挙げてふるさと納税に取り組む」ための組織風土醸成

➡ クラウドファンディング型ふるさと納税についての職員研修を実施し、機運の醸成を図る。

効果・成果・課題
オンライン打ち合わせの様子



「ガチなが事業成功のポイント」一部抜粋（Ｐ８）



「ガチなが事業成功のポイント」一部抜粋（Ｐ９）



信州ブランド戦略パブリシスト【営業局】

【プロフィール】

総合PR代理店において、大手飲食チェーン、食品メーカー、

外資系ホテル、商業施設などのPR戦略コンサルティングやメ

ディアコーディネートを手がける。独立後、中小・ベンチャー

企業のPR支援、コンテンツ企画、編集、取材ライティングなど

活動の幅を広げ、IoTスタートアップのマーケティング PRにも

従事。海外や地方を拠点としながら、アウトドアや自然、観光、

地域活性などにまつわる企業やブランドのコミュニケーション

支援を行っている。専門領域は、PR、ブランディング、クリエ

イティブディレクションなど。

⚫ ブランド構築に関しての専門知識や実践経験を持ち、戦略設

計や情報発信の具体的手法に関して専門的な助言ができる方

⚫ ＣＩの管理・作成に関わる業務経験を有する方

人材募集概要

ブランド戦略の改定に向けた各種サポート

① ブランドの構成要素の論理設計、ワーディングを

共に考案する

② 女性・若者の目線で、この層から共感が得られる

表現方法を共に考案する

期待する役割

鰐渕 涼子 氏（unbound, LLC 代表 / コミュニケーションディレクター）

新たなブランド戦略骨子の立案と庁内の合意形成

⚫ 検討メンバーMTGの開催、知事レク等の実施

⚫ 委託事業内容の検討、クリエイティブディレク

ション

３月までに目指したもの



活動実績

・ブランド戦略検討メンバーＭＴＧの実施（ワークショップのファシリテートを担当）

取組実績

実施例①

しあわせ信州を表現するワードを抽出する

実施例②

ブランド価値をビジュアルとキャッチフレーズで表現する



活動実績

ブランド戦略骨子案の検討

⚫ 信州の魅力や価値をビジュア

ル、キーワード、性格、食な

どの具体を用いて表現し、信

州ブランドの構成要素に対す

る認識の深化を図った

⚫ 知事、検討メンバー、コピー

ライター等とのブレスト・意

見交換を実施。さまざまな切

り口から信州ブランドの構成

要素や世界観の表現方法の検

討を行った

取組実績



活動実績

委託事業者に対する
クリエイティブディレクション

取組実績

⚫ 専門的知見で、委託事業者

の制作物に対するクリエイ

ティブチェックを実施

⚫ 県（発注）サイド、制作者

（クリエイティブ）サイ

ド、、連携パートナー（企

業、市町村）の視点で、伝

えやすく、共感できるコ

ピーやビジュアルの制作を

ディレクション



活動実績

効果、成果
⚫ 発信者・制作者という立場だけでなく、受信者の立場・目線

からのアドバイスが、各種検討や議論において非常に有効で

あった。

⚫ 鵜呑みにしてしまいがちな委託事業者の提案を同レベルの知

識を持ってチェックし、専門的な視点での指摘やディレク

ションをしていただくことができた。

⚫ 資料作成へのアドバイスだけでなく、原案作成などにも率先

して取り組んでいただき、事務担当者の負担がかなり軽減さ

れた。

課題
⚫ より多くの人々の共感を得るには、分かりやすく伝えられる

かが重要。

⚫ どのように浸透を図るか、今後しっかり検討する必要がある。

効果・成果・課題

恵み多き豊かな自然 勤勉で長寿な人々

個性際立つ多彩な風土 新たな価値を生む交流

信州ブランドの４つの「コアバリュー」

山々が育む、すこやかな国
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